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１．脱炭素未来に地域で取り組む意義
・脱炭素と地方創生、SDGs
・地域エネルギー都市へ Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0型「スタッツベルゲ」
・産官学連携で取り組み 社会実装研究

２.脱炭素を地域成長に活かす研究展開
・各地域の取り組みを要素化、一般化するアプローチ
・先進的なモデルとしての北九州、宇都宮
・悲観的でも楽観的でもない未来の見通し
・地域診断⇒目標設定⇒処方箋設計

本日の内容
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気候変動に備える緊急の社会転換、産業転換

グラフ出典：気象庁HP：日本の年平均気温， http://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/temp/an_jpn.html

 日本の2017年のデータ
によると100年あたり約
1.19℃の割合で上昇

 2016年の年平均気温は
1898年の統計開始以降
最も高い値

1898年以降観測を継続している気象観測所の中から、都市化による影響が少なく、特定の地域に偏らないように選
定された以下15地点の月平均気温データを使用。
網走、根室、寿都（すっつ）、山形、石巻、伏木（高岡市）、飯田、銚子、境、浜田、彦根、宮崎、多度津、名瀬、石垣島

― 細線（黒）：各年の平均気温の基準値※からの偏差
― 太線（青）：偏差の5年移動平均
― 直線（赤）：長期的な変化傾向
※基準値は1981〜2010年の30年平均値

 農作物の品質低下・栽培適
地の移動

 感染症媒介蚊の分布域の
北上

 生態系への影響
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●環境モデル都市（2008～ 2013～）都市・地域での一体的
な低炭素化の取組み●低炭素都市推進協議会●低炭素都市づくりベスト

プラクティス
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国立環境研究所の都市研究連携；
内閣官房の環境未来都市・モデル都市(2011～）

●環境未来都市（2011～）

世界に冠たる「環境・未来構想」の作成と集中
投資で、成功事例を作り、国内普及・国際展開

●SDGs未来都市・自治体SDGｓ
モデル事業（2018～）
2018;29 2019;31 2020;33 

自治体によるＳＤＧｓの達成に向けた
取組を公募し、「ＳＤＧｓ未来都市」を
選定し、自治体ＳＤＧｓ推進関係省庁
タスクフォースにより強力に支援する。



1960

1990 2022 2030 2050

脱炭素の波及
展開

環境負荷

温室効果ガス

環境都市では都市・地域の環境資源、社会
資源を活かした社会資本整備などを先行

トップダウン（厳格な規制）＋ボトムアップ（緩やかな実行）

脱炭素未来に向けての先導プロジェクト計画

将来趨勢の予測

個別技術積上げによる削減

脱炭素の先導事業による
カーボンニュートラル効果46％

削減目標

ネットゼロ



◆ｽﾏｰﾄ・ウェルネス
• スマート長寿健康サービス
• ロボット、ドローン配送
• スマートパーソナルモニタ
リング 等

脱炭素の地域を実現する未来志向の要素の検討例 は定量化を進めているもの

◆エネルギー集約型産業
の低炭素コンビナート
• 素材型産業の広域拠点
• LNG基地の冷熱ビジネス
• LNG火力の地産地消熱電併給
• LNGパイプラインでの減圧分散
供給の地産地消クラスター

• 高効率CCS事業による0炭素化

◆循環素材
• バイオプラスチック等

◆循環経済の実現を側面か
らサポートする技術
• 静脈物流を主としたロジスティ
クスの最適化

• シェアリング・エコノミー
• モノのサービス化

◆ｸﾛｰｽﾞﾄﾞ･ﾙｰﾌﾟ･ﾘｻｲｸﾙ
• 高付加価値リサイクル
• ソーティングセンター
• 太陽光パネルリサイクル拠点

EV蓄電池リユース拠点 等

◆スマートモビリティ
• MAAS（Mobility-as-a-

Service）
• 公共交通ネットワーク
• 渋滞予測、信号機制御
• 公共カーシェアリング

◆クラウドEV都市
• 水素ステーションコンパク
トまちづくり

• EVクラウド蓄電

◆水素エネルギー
• CO2フリー水素製造
• 水素製造拠点
• 水素ストレージ 等

◆大規模再生エネ
• メガ、メソソーラー
• 風力（陸上・洋上）
• バイオマス（森林、メタン、
藻類、バイオ燃料、）
ブルーカーボン 等

◆人材育成・教育
• 大学拠点オフィス誘致
• SDGs政策プラット
フォーム

◆未来志向のグリーン
地域ファイナンス
• 事業化支援拠点 TIF債等
• ESG投資
• グリーンボンド、ﾌｧﾅﾝｽ
• 実質RE100企業誘致 等

◆復興ビジネス/科学観光
• 浜通りの復興/まちづくり再生/ 
地域エネルギー/産業開発拠点等
の地域ネットワーク観光

• 自然公園のグリーン観光

◆脱化石型ｺﾝﾊﾟｸﾄﾈｯﾄﾜｰｸ
• 長期的な視点でのコンパクト
ゾーニングとネットワーク
サービス

• 都市産業共生地区の形成

◆安心安全の復興情報共有ネットワーク
• 中間貯蔵 ・特定廃棄物処理
• 放射能監視テレメータシステム等との連携
• リスクコミュニケーション ・放射能風評解決情報システム
• 復興リアルタイム情報共有
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◆気候変動への適応
• 戦略的市街地コンパクト化
• 地域適応コンソーシアム
• 防災基盤建設

◆ハイブリッド交通
・自動運転ネットワーク
・パーソナルモビリティ、
バリアフリー歩行ネット
ワーク

◆情報ネットワークを活
用する地域絆
• ICTを活用する地区内地区間コ
ミュニケーション

• ICTを活用する公共サービス
• 遠隔ふるさと支援システム

復興・再生の情報インフラ
ﾅﾚｯｼﾞﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ

交通・
まちづくり

地域
ｴﾈﾙｷﾞｰ

循環共生
型産業

2030 2040 2050
福島再生･未来ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

・未来志向の環境創造型復興
・脱化石によるCO2排出ゼロ地域
・脱化石産業集積による人口回復・地域活性化

◆産業共生型スマート
アグリ施設農業システム
• 育成リスク情報ネットワーク
• 消費者、流通リアルタイム情
報ネットワーク

• トリジェネレーションによる
熱電炭酸ガス供給

• 加工販売を含む6次産業化

◆スタットベルゲ型
スマートエネルギー
• DR等の効率的需給ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
• 熱電エネルギーネットワーク
• Society5.0型地域サービス

◆カスケード木質社会
• 森林除染・木材分別技術
• 建設資材利用システム（CLT、
集成材、内装材,クラフト材）

• 熱電併給バイオマスｴﾈﾙｷﾞｰ
• 木質コンパクト都市



文部科学省■大学の力を結集した、地域の脱炭素化加速のための基盤研究開発
2021年ー2025年

地域の脱炭素社会の将来目標とソリューション計画システム開発と
自治体との連携を通じた

環境イノベーションの社会実装ネットワークの構築

代表機関 ：東京大学
共同研究機関：北九州市立大学

名古屋大学 早稲田大学 東洋大学
宇都宮大学 岐阜大学
国立環境研究所 総合地球環境学研究所
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地域の脱炭素社会の将来目標とソリューション計画システムの開発と
自治体との連携を通じた環境イノベーションの社会実装ネットワークの構築

研 究
課題名 8

次世代交通サブWGの研究開発の内容と計画；実現する
脱炭素モデル都市のイメージ 早稲田大学・宇都宮大学

環境負荷推計の交通システム評価モデル

都市内交通流シミュレーションモデル

公
民
連
携
に
よ
る
地
域
交
通
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

交通システムのハードなシステムとともに運用・利用のための社会システムは脱炭素地域
への社会転換にとって重要なモデル事業，パイロットプロジェクトとなる．



9
新地町における取組を複合化した将来シナリオのイメージ

Shinchi Smart Energy ver. 2019年2月20日
9

http://www.shinchi-town.jp/index.html


街区・都市での統合的な地域エ
ネルギーマネジメント計画と

評価システム 10

エネルギー需要解析サブモデル
・電力、熱需要原単位
・ロードカーブ（時間ー日ー季節変動）
・機械学習、深層学習による需要予測

需要家行動解析サブモデル
・行動科学（ナッジ）
による省エネ

・ダイナミック
プライシング

・デマンドレスポンス

エネルギー供給解析サブモデル
・再エネによる電力（太陽光、洋上風力、バイオマス
等）

・分散型電源（家庭用燃料電
池コージェネ）

・工場、廃棄物焼却炉の廃熱
・カーボンフリー水素の供給

脱炭素未来
に向けての
土地利用の
誘導サブモ
デル

地区システムネットワーク解析
サブモデル技術
・地域熱供給ネットワーク
・廃棄物発電のネットワーク化
・EV-PV連携（V2H, V2B）
・水素システムによる蓄電
・リース、リユースによるLIB
活用

街区・都市のスケールでの地域エネルギー解析システム
北九州市立大学資料に追記



地域の脱炭素社会の将来目標とソリューション計画システムの開発と
自治体との連携を通じた環境イノベーションの社会実装ネットワークの構築

研 究
課題名
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脱炭素地域計画支援システムの開発；エネルギー、交通、建設を統合
する脱炭素の地域診断，将来目標計画，モデル事業設計システム

(1)現状の診断

地域の現状診断とともに，脱炭素の将来目標の計画と，そこに至るモデル事
業の設計のプロセスを構築する．【計画書 図9を引用加工】

診断例；日本全体トップラン
ナー自治体の比較例

(3)モデル事業
設計

(2)代替的な
将来目標の計画

施策オプションインベントリデータ
・地域自律エネルギーシステム

・次世代交通システム・脱炭素建設ストック他

SDGｓ政策キー指
標による現状診断

Bau将来ゴール
脱炭素優先ゴール
中位未来ゴール等

・SDGs政策キー指標を用いた現状特性診
断とともに、統合評価モデルを用いた代
替的な将来の環境、経済、社会ゴールの
設定により施策オプションの優先分野を
設定してインベントリデータを用いて定
量的な効果を算定する。
・将来ゴールの政策キー指標の達成水準
の算定結果を用いて、施策の比較評価、
導入水準の検討をステイクホルダー間の
協議で決定する。

統合評価
モデル

・脱炭素、資源循環と経済
効果の定量的シミュレー
ションツールは整備
・生態系効果、社会効果に
ついては間接効果を含む定
量化プロセス開発が課題



未来ビジョン検討会立上げ

持続可能な未来ビジョンの提案

庁内体制の企業等調整

・重点検討分野
の選定

地域産業の
将来
SDGs未来シ
ナリオ

・持続可能な未来ｼﾅﾘｵ
・総合計画検討の展開

・なりゆき（BAU）
シナリオ
・主要施策技術

循環共生の水準、
目標間のｼﾅｼﾞｰ/
ﾄﾚｰﾄﾞｵﾌ効果

・主要テーマ

・将来地域持続
可能性

継続的な未来ビジョン検討→総合計画等へ

産
業
生
産
額

就
業
者
数

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

人
口

通
勤
者
数

純移動

出生率

生残率

移動調整
前人口

農業・
製造業等

商業・
サービス業等

商業・
サービス業等

農業・
製造業等

町内→町外町内→町内

町外→町内

前期
人口

居住人口

350 300 250 200 150 100 50 0 50 100 150 200 250 300

00_04
05_09
10_14
15_19
20_24
25_29
30_34
35_39
40_44
45_49
50_54
55_59
60_64
65_69
70_74
75_79
80_84

85_Over

女性 男性

仙台市

新地町

相馬市

南相馬市

他福島県

他宮城県

1860

224

782

38

19

23

仙南+
436

仙台市

新地町

相馬市

南相馬市

仙南+

他福島県

他宮城県

1860

259

1086

39

436

173
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産業の労働需要から雇用を求める

人口に見合う
生産額を求める

産業誘致・農業
振興施策等から
想定する

町外への通勤、町外からの通勤を含む
通勤パターンを推計する

雇用と前期の人口、
出生・死亡要因から
居住人口を求める

地域のニーズ、主観的特性認知を反映して循環共生のナラティブな方針を引出し、重点的
な技術・政策分野の選定と将来目標の水準を定量的に解析する対話型シミュレーションプロ
セスとして提供し、社会実装によってツールの実用性、汎用性、学術性を検証する。

①将来目標と「未来シナリオ計画システム」 ③地域主体と連携する「対話シミュレーションシステム」
カスタマイズ

「循環共生技術政策システム」

解析を地域主体と連携する「対話シミュレーションシステム」
地域特性を活かした循環共生政策の計画と将来シナリオでの評価



先行事業申請

提案組
織構築/ 
先行地
域申請

(東京大学)脱炭素

大学研究機関ﾀｽｸﾌｫｰｽ

〇地域脱炭素事業
の評価

〇地域脱炭素目標
の改善

〇長期まちづくり
脱炭素ｺﾝﾊﾟｸﾄ都市

〇脱炭素市民協議
会 需要拡大

・地域特性解析

・脱炭素未来シミュ
レーションツール

・脱炭素地域適合性
アセスメント

・脱炭素技術政策の
地域カスタマイズ

地方自治体
資源組合/公共施設

2022

計画申請準備

脱炭素
地域イ
ノベー
ション
研究会

↓
協議会

〇地域エネルギー脱炭素
シミュレーション
〇地域電力会社FS
〇脱炭素地域事業体ガ
バナンス、資本ファイナ
ンス計画

・市民／周辺地域アウト
リーチ展開計画
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産官学連携で取り組む越谷での脱炭素先行地域推進スキーム案

先行地域事業推進段階 評価ドミノ
展開段階

地域エネルギー
企業（例コスモES）

大規模消費企業
流通企業（例イオン）

地域ｴﾈﾙｷﾞ‐VPP

CN産業共生団地
2025－

2024－

脱炭素地
域マネジメ
ント会社

脱炭素地域
ｺﾝｿｰｼｱﾑ

CN都市ｱｸﾞﾘ団地

住民組織
（例Lake＆Peace）
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「大学の力を結集した、地域の脱炭素化のための基盤研究開発」
令和３年度採択事業（代表機関：東京大学、令和３～７年度）の概要
カーボン・ニュートラル達成に向けて、現在約400の地方自治体が2050年のゼロカーボンシティ実現を掲げるなか、各地域が将来に向けたシナリオを描き、脱炭素化を含め
た複合的な価値を実現する戦略的な計画づくりを行う必要となる。一方、各地域においては、政策横断的に相乗効果をもたらすような技術や評価手法、地域の特性を踏
まえた汎用的に活用できるツール等に係る知見が不足している。これを踏まえ、各地域における脱炭素化（de-carbonization）と都市転換（re-urbanization）
を統合的に推進する観点から、エネルギー、モビリティ、建設ストックの政策分野を中心に、これらを横断的に捉え、地域の計画づくりのために各地域の特性を踏まえつ
つ汎用的に活用できるシステムを構築し、環境・経済・社会の一体的な向上に向けた取組を推進するための基盤づくりと体制の構築を行う。

⇒ 「カーボンニュートラル達成に貢献する大学等コアリション」における知見の共有と展開

①全体統合研究ＷＧ

②地域自律エネルギーシステムＷＧ ③次世代交通システムＷＧ ④脱炭素建築ストックシステムＷＧ
北九州市大 早稲田大、宇都宮

大
名古屋大、岐阜

大

東大、東洋大、国環研

地球研
地
域
の
実
証
研
究
に
よ
る
各
政
策
分
野

の
モ
デ
ル
・
シ
ス
テ
ム
構
築

多様な施設のｴﾈﾙｷﾞｰ需給特性解析等に基づ
き、各地域が活用できる地域特性に応じた最
適な地域ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ(CEMS)を構築
。（連携自治体：北九州市等）

公民連携による地域交通ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄのﾊﾟｲﾛｯﾄﾓﾃ
ﾞﾙを構築し、各地域の計画に組み込むための次
世代交通の導入効果評価システム等を構築。
（連携自治体：宇都宮市等）

気候変動への適応・緩和策と長寿命型
都市を目指す脱炭素建設ストックマネジ
メントシステムを構築する。（連携自治体
：愛知県、岐阜県等）

各
政
策
分
野
の
モ
デ
ル
を
統
合
し
、
住
民

参
加
プ
ロ
セ
ス
も
経
て
シ
ス
テ
ム
を
構
築

地域のシナリオや計画策定に向けて、気候
変動影響と社会経済特性、国の計画等を
入力変数として、地域自律エネルギー、次世
代交通システム、建設ストックマネジメント等
に係る将来目標を設定し、社会経済効果
や環境効果を統合的に算定するモデルに基
づく「脱炭素地域計画支援システム」を構築
。
※各地域ＷＧにおいて構築した政策分野ごとの
システムを統合し、住民や企業等を含む地域対
話によってこれを社会実装するプロセスに係る実
証研究もおこなった上で、各地域が汎用的に活
用できる政策横断的なシステムを開発。

エネルギー 交通 建築
⑤地域連環ＷＧ
脱炭素化に関連
する複合要因を用
いて地域群を整理
することによる地域
特性の可視化や、
エネルギー、交通、
建築以外の政策
分野も含めた各政
策要素ごとに連関
（シナジーやトレード
オフ）の解明等。

地
域
特
性
や
政
策
要
素
間
の
連
関
の
解

明

15



地域の脱炭素社会の将来目標とソリューション計画システムの開発と
自治体との連携を通じた環境イノベーションの社会実装ネットワークの構築

研 究
課題名

16

脱炭素地域計画支援システムの開発；エネルギー、交通、建設を統合
する脱炭素の地域診断，将来目標計画，モデル事業設計システム

(1)現状の診断

地域の現状診断とともに，脱炭素の将来目標の計画と，そこに至るモデル事
業の設計のプロセスを構築する．【計画書 図9を引用加工】

診断例；日本全体トップラン
ナー自治体の比較例

(3)モデル事業
設計

(2)代替的な
将来目標の計画

施策オプションインベントリデータ
・地域自律エネルギーシステム

・次世代交通システム・脱炭素建設ストック他

SDGｓ政策キー指
標による現状診断

Bau将来ゴール
脱炭素優先ゴール
中位未来ゴール等

・SDGs政策キー指標を用いた現状特性診
断とともに、統合評価モデルを用いた代
替的な将来の環境、経済、社会ゴールの
設定により施策オプションの優先分野を
設定してインベントリデータを用いて定
量的な効果を算定する。
・将来ゴールの政策キー指標の達成水準
の算定結果を用いて、施策の比較評価、
導入水準の検討をステイクホルダー間の
協議で決定する。

統合評価
モデル

・脱炭素、資源循環と経済
効果の定量的シミュレー
ションツールは整備
・生態系効果、社会効果に
ついては間接効果を含む定
量化プロセス開発が課題



地域の脱炭素社会の将来目標とソリューション計画システムの開発と
自治体との連携を通じた環境イノベーションの社会実装ネットワークの構築

研 究
課題名 17

全体統合研究WGで活用する気候変動の影響も考慮する
地域統合評価モデルと出力イメージ
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口

(人
)

教育人材育成

持続可能農漁
業/六次産業化

電子情報産業
Society5.0

地域ｴﾈﾙｷﾞｰ
地域ｻｰﾋﾞｽ業
地域居住促進
出産子育支援
既存産業維持

なりゆきシナリオから
の人口維持効果
（2050年時点；人）

なりゆき
シナリオ

持続可能シナリオ

地域の気候変動影響と社会経済特性と将来の国土圏域シナリオ等を入力変数として、地域自律エ
ネルギー，次世代交通システム、建設ストックマネジメントに加えて産業の創生，地域教育、定住促
進等の将来目標を設定して社会経済、環境効果を算定するモデルを活用，実装，実証する．
地域の統合評価モデルと循環共生政策の計画パッケージ
（低炭素統合評価モデルをベースに展開）

福島県新地町
シナリオ算定例

幅広い地域ニーズ、地域特性に応じた循環共生の将来目標を算定するための、
脱炭素に加えて、自然共生、SDGｓ社会目標の政策効果算定サブモデルを構築



越谷市の電力需要・電力供給ポテンシャルの計算結果

18出典）加藤仁志(2023). 地域電力の時間変動を考慮した需給解析システムの開発, 東京大学工学部卒業論文(未公刊).

越谷市の地区別電力需要・供給ポテンシャル
（※廃棄物発電による電力は、需要に応じて

各地区に配分）

廃棄物発電供給量 66GWh/年
太陽光発電
ポテンシャル

1,070GWh/年

電力需要(家庭) 557GWh/年
電力需要(業務その他) 844GWh/年

需要に対する
供給ポテンシャル

81.1%

越谷市の電力需要・供給ポテンシャル

• 市全体で計算すると、電力供給ポテンシャルを超える電力需要がある。
→理論上は、越谷市で発電する電力を使い切れる。



需給解析結果の例（越谷市全体で）

条件：電力単価22.21円/kWh
→蓄電池容量288MWh、太陽光発電導入率：56.9%、太陽光発電設備利用率：11.8%

• 夜間は系統電力に頼る形となった。

• 中間期(5月)は冷暖房需要が少なく、出力抑制がより大きく発生。

→中間期のみ稼働する蓄電池の導入は経済的に好ましくないため、中間
期の供給過剰が太陽光発電の導入可能量を低下させている。

19出典）加藤仁志(2023). 地域電力の時間変動を考慮した需給解析システムの開発, 東京大学工学部卒業論文(未公刊).
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ITを活用する、スマートモニタリングによる地域の現状診断: 
現状の見える化

目的：エネルギー消費等に関する地域の現状を見える化する
方法：環境省環境研究総合推進費事業（2023～25年度；代表藤田）での、既存
の施設で設備工事を行わず効率的に設置できる汎用型のスマートメータ、モニタリ
ングシステムの開発
文京区への発信案：
○エネルギー消費、交通行動、市民意識など文京区の特徴となるデータ収集解析
○既存の施設での効率的なスマートモニタリングシステムの研究事業での先行的

な整備と利用



電力（自営線）
温水
冷水

需要予測
モデル構築

気象情報 需要
情報

温浴施設・ホテル

文化交流センター

EVステーション

気象情報等
（JMA）

ｽﾏｰﾄアグリ
トリジェネ

地域エネ
ルギー施
設を拠点
とする機
能の複合
的立地に
よる脱炭
素のパイ
ロット地区
を実現

統合的地区
エネルギー
マネジメント
最適運用モ

デル
→高効率運用

を提示

新地エネルギーセンター

コージェネレーション

21

藻類バイオマス
実証ラボ

エネルギー地産地消へ
AIの出番



熱供給施設

火力発電所
ＬＮＧ基地

工場群太陽熱
熱・CO2

運行実績

地域環境
ナレッジハブ
サーバー

GPSシステム

②くらし・健康の
リアルタイム情報

協力住宅

節電関連情報 データ蓄積

超高齢化に対応した
公共交通システム運行計画

インターネット
回線を利用した

双方向情報
ネットワーク

利用実態

・エネルギー消費
モニタリングシステム
・双方向通信タブレット
・50～100住宅へ設置

協力住宅

公共施設

エネルギー
消費実績

学校

太陽光パネル
発電量

あなたの
節電ランキング

は地区内○○位です

CO2◎分の節電がで
きました

コツを友達に教
えてあげよう

今日は
たくさん
節電でき
たね

公共交通システム

既設の太陽光パネル

③地域交通支
援ネットワーク

将来のまちづくりへの
基礎情報として活用

図書館に囲碁クラ
ブの仲間が5人い

るから、いってみ
るか。

新地町と国
立環境研で

推進 ④農業、工業、
流通の地域
支援

福島県新地町の「スマートハイブリッド・システム」

22

①低炭素行動
支援ネットワーク

戸川・藤田（2013）土木学会論文集 22



新地町でのスマートエネルギーでの複合的生活支援

23

役場

地域エネルギーアシスト

電力計測器：計測した電
力使用量を定期的にタブ
レットに発信

分
電
盤

消費電力表示

省エネ
ランキング

生活アシスト
情報共有アシスト

災害情報

行政情報

健康情報

掲示板

地域情報
マップ

アンケート
機能

端末の通信機
能により、生活
に役立つ情報
を受信

受信と発信の双方向コミュ
ニケーションを活用した復
興まちづくりを支援

「電子回覧板」機能

利用者が地図
上に様々な情
報を発信

住民の意見を
調査、施策に
迅速に反映

消費電力をリアルタイム表示

上位世帯には特典を設け、
家庭での省エネ行動を推進

イベント
情報 住民間の情

報の共有を促
進



福島県新地町における社会実装研究の展開検討案

環境に優しい地域エネルギーを利用する脱炭素型地域モビリティモデルの構築

小型モビリティEVを活

用するクラウド蓄電ネッ
トワーク社会実装研究
・買い物・通院等、アプリ連携で予
約、乗合で運行、買物代行受付
・積荷を最適化し、最小の走行距
離で運行

・地域電力利用充電ST（駅前）・庁用車
EV導入
・【しんちゃんGO】コミュニティEV導入、予約シ
ステム、運行見える化、自動管理システム
・駅前地区EVシェア（通勤者、観光客、そ
の他共用のカーシェア）
・駐車・充電EVを利用したDR制御
（EMS）【ＶtoMG（ﾏｲｸﾛｸﾞﾘｯﾄﾞ）】
・域内モビリティの管理システム（クラウド）
・災害時のクラウドネットワークによる緊急電
源としての活用

24

地域の循環共生計画評価研究の検討内容案(2) 地域交通事業との連携研究
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カードサイズ
SIM内蔵

GPSトラッカー

屋外の見守り（高齢者）

屋内の見守り

温湿度パック

HEMSデータ（既存）

IoT電池パック

カーボンニュートラルモニタリングシステム；
くらしアシストサポートシステムの拡討

既存HEMSを導入している住民へ、くらしアシストシステムの機能拡充
として、住民の見守りサービスを提供するとともに、行動データとHEMSの
エネルギーデータを活用した省エネ行動及び健康増進などの情報を提
供する。本データ連携は、住民へのサービス向上により、HEMS及びくら
しアシストシステムの利用促進を図ることとなる。
※エネルギーデータ及び行動データは、プライバシーを考慮したデータ取得形態をとります。

小学校の昇降口等

屋外の見守り
（お子様）

クラウドサーバ
（NTTﾄﾞｺﾓ）

HEMSサーバ

・室内環境のデータ取得 ・テレビのON/OFFなどの行動データ取得

行動データ

エネルギーデータ

同居家族及び遠隔地に住む親族が
確認することも可能

見守り者（遠隔地も可）

◆新たな住民サービス
の提供及びシステム利
用促進を図る。

例：
・省エネ行動促進
・健康促進情報提供
・見守りサービス提供
（高齢者・お子様）

個別にデータ
抽出
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Land use change Waste management
Energy - Transport Energy - Industry
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Projected GHG emissions
Contribution 
to emission 
reduction

Conversion of Fuel Oil to Gas for 
Public Transportation: 21ktCO2eq

Bus Rapid Transportation System,
Pedestrian Facilities, and
Bicycle Track: 398ktCO2eq

City Of Park: 57ktCO2eq

LED for Street Lamp,
Green Building Concept, and
Eco-campus: 343ktCO2eq

Renewable energy: 250ktCO2eq

Waste collection and recycling: 
47ktCO2eq

Industry energy efficiency 
improvement: 47ktCO2eq

From “Model Low Emission City” 

-21%

• Many local LCS scenarios have been developed with limited statistics and “default”  
parameters from national or international information. Such scenarios may not 
reflect local conditions properly.

• We combines modeling with monitoring of local activity so that we can propose 
more suitable mitigation scenario and Action plans for a city/region.

• Wider questionnaire survey is also adopted in order to supplement the monitoring.

Mitigation 
potential 

Roadmap and
investment 

Policy 
actions

The model to project future scenarios: ExSS/AFOLUA
PopulationIndustry

Transport

Agriculture

Waste

Energy 
Demand
Energy 
Supply

Land use 
and Forestry

GHG 
emissions

Energy 
technologies

Statistics Current environmental initiative

Locally suitable 
mitigation scenarios

Energy Monitoring
• Current and future energy 

consumption pattern
• Energy saving

potential

Transport Monitoring
Questionnaire survey

• Transport structure
• Vehicle speed
• Fuel efficiency etc.

+ Questionnaire survey

Scenario Simulation for Green City Bogor
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協定
協働

ｴﾈﾙｷﾞｰ
事業者自治体 自治体

・・・

脱炭素未来地域
計画ガイドライン

研究連携

脱炭素大学研究
タスクフォース

シミュレーション
ツール

脱炭素先行地域計画評価支援
ツール
・地域エネルギー診断
・将来エネルギー需要推計
・エネルギーシステム計画支援
・まちづくりによる波及効果分析
・記述的（Narrative）計画対話作成
・関係主体協議構築プロセス

・シミュレーションツールの開発
→コンサルティングベンチャーに提供
・環境エネルギｰ/まちづくり政策情報
・ツールの改善、カスタマイズ

地方自治体 協定
協働

産官学連携地
域運営事業体

ツールの提供大学TFの役割

地域マネジメン
ト企業の役割

地域マネジメ
ント企業

〇エネルギー技術情
報の更新

〇シミュレーションﾂｰ
ﾙ運用改善

〇ｴﾈﾙｷﾞｰ事業ﾏﾈｼﾞﾒ
ﾝﾄ情報提供

〇事業ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ、ﾌｧｲ
ﾅﾝｽ情報提供

27

脱炭素未来シナリオモデル研究開発と社会実装研究

脱炭素計画支援
の基盤研究

脱炭素地域社
会実装研究・

事業
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